
Ⅰ.貸借対照表

(2026年3月31日現在)

（単位：千円）

科目 金額 科目 金額

（資産の部） 17,210,322 （負債の部） 11,607,276

流動資産 3,180,819 流動負債 8,546,628

現金及び預金 70 買掛金 884,661

売掛金 1,498,518 短期リース債務 660,043

棚卸資産 4,455 関係会社短期借入金 6,300,000

前払費用 832,100 未払金 123,781

未収入金 59,836 未払費用 234,908

関係会社短期貸付金 755,388 未払法人税等 27,669

その他 30,650 未払消費税等 21,526

貸倒引当金 △ 200 未払事業所税 6,300

預り金 18,465

固定資産 14,029,502 前受収益 9,565

有形固定資産 2,618,448 賞与引当金 249,706

建物付属設備 122 役員賞与引当金 10,000

器具及び備品 98,979

リース資産(有形) 2,519,347 固定負債 3,060,647

固定リース債務 1,957,960

無形固定資産 10,425,913 退職給付引当金 906,890

ソフトウェア 10,309,619 その他 195,795

電話加入権 17,638

リース資産(無形) 98,656 （純資産の部） 5,603,046

株主資本 5,564,149

投資その他の資産 985,139 資本金 90,000

投資有価証券 59,800 資本剰余金 1,609,050

その他 557,086 その他資本剰余金 1,609,050

繰延税金資産 368,253 利益剰余金 3,865,099

利益準備金 22,500

繰越利益剰余金 3,842,599

評価・換算差額等合計 38,896

その他有価証券差額金 38,896

合計 17,210,322 合計 17,210,322

(注)記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。



１.重要な会計方針に係る事項に関する注記

（1）資産の評価基準及び評価方法

商品 個別法による原価法

（2）固定資産の減価償却方法

有形固定資産（リース資産を除く） 定額法

無形固定資産（リース資産を除く） 定額法((なお、自社利用のソフトウェアについては、

社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法))

リース資産 リース期間定額法

（3）引当金の計上基準

貸倒引当金

賞与引当金

退職給付引当金

役員退職慰労引当金

（4）リース取引の処理方法

（5）収益及び費用の計上基準

（6）その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱い

当社における売上収益は各種システムの運用サービス及びソフトウェア開発、製品・ソフトウェアの販売等で
あり、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取れると見
込まれる金額で収益を認識しております。

当社は、グループ通算制度を適用しております。また、「グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開
示に関する取り扱い」（実務対応報告第42号2021年８月12日）に従って、法人税及び地方法人税の会計処理又
はこれらに関する税効果会計の会計処理並びに開示を行っております。

従業員等の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務の見
込額に基づき、当期末において発生していると認められる額を計上し
ております。
数理計算上の差異については、各期の発生時における従業員の平均残
存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により案分した額
をそれぞれ発生の翌期から費用処理することとしております。
過去勤務費用については、各期の発生時における従業員の平均残存勤
務以内の一定年数（10年）による定額法により案分しております。

役員の退職慰労金の支払に備えるため、内規に基づく期末時点の見積
額を計上しております。

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、重要性
の高いものは売買処理により、重要性の低いものについては賃貸借処理により処理しています。

個　別　注　記　表

期末現在に有する債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権につ
いては、貸倒実績率による計算額を、貸倒懸念債権等特定の債権につ
いては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しておりま
す。

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づ
き当事業年度に見合う額を計上しております。



２.株主資本等変動計算書に関する注記

（1）期末日における発行済株式の数 220,631　株

（2）配当に関する事項
①配当金支払額
該当する事項はありません。

３.収益認識に関する注記

顧客との契約から生じる収益を認識するための基礎となる情報
収益を理解するために基礎となる情報は、1、［重要な会計方針にかかる事項に関する注記］の(5)収益及び費用の
計上基準に記載のとおりであります。


